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(百万円未満切捨て)
１．2022年３月期の連結業績（2021年４月１日～2022年３月31日）

（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年３月期 641,948 △10.7 △13,517 － △12,114 － △6,262 －

2021年３月期 719,231 △1.9 6,456 △79.4 5,188 △81.4 2,999 △83.4
(注) 包括利益 2022年３月期 △6,260百万円( －％) 2021年３月期 7,185百万円(△39.5％)
　

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2022年３月期 △30.44 － △2.0 △0.8 △2.1

2021年３月期 14.58 － 0.9 0.4 0.9
(参考) 持分法投資損益 2022年３月期 2,025百万円 2021年３月期 945百万円

(注)「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期首
から適用しております。

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2022年３月期 1,500,744 315,297 20.8 1,520.93

2021年３月期 1,430,424 327,953 22.8 1,583.09
(参考) 自己資本 2022年３月期 312,892百万円 2021年３月期 325,678百万円

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

2022年３月期 49,841 △125,102 82,261 72,928

2021年３月期 52,293 △89,331 48,310 65,444
　

　

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2021年３月期 － 15.00 － 15.00 30.00 6,226 205.8 1.9

2022年３月期 － 15.00 － 15.00 30.00 6,225 － 1.9
2023年３月期

(予想)
－ － － － － －

　

(注)2023年度３月期の配当については未定としております。

３．2023年３月期の連結業績予想（2022年４月１日～2023年３月31日）

　ロシアのウクライナ侵攻以降、燃料価格の先行きは一層不透明な状況となっており、通期の業績を見通すこと
が困難であることから、未定としております。
　今後、業績予想が可能となった時点で、速やかにお知らせいたします。

　



※ 注記事項

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無
　

　

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　

(注)詳細は、【添付資料】P.15「３．連結財務諸表及び主な注記 （５）連結財務諸表に関する注記事項（会計方針
の変更）」をご覧ください。

　

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2022年３月期 223,086,202株 2021年３月期 223,086,202株

② 期末自己株式数 2022年３月期 17,361,631株 2021年３月期 17,363,621株

③ 期中平均株式数 2022年３月期 205,725,236株 2021年３月期 205,724,814株
　

　(注)当社は、「株式給付信託(ＢＢＴ)を導入しており、期末自己株式数には、「株式給付信託（ＢＢＴ）」
　 に係る信託口が保有する当社株式（2022年３月期177,034株、2021年３月期183,634株）が含まれております。
　 また、当該信託口が保有する当社株式を、期中平均株式数の計算において控除する自己株式数に含めており

ます。（2022年３月期179,065株、2021年３月期184,296株）
　

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

・本資料に記載されている将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判断
　する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
　なお、業績予想に関する事項については、【添付資料】P.6「Ⅱ．次期の見通し」をご覧ください。
・決算補足説明資料は、2022年４月27日(水)に当社ホームページに掲載いたします。
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１．経 営 成 績 

Ⅰ．当期の概要 

（１）経 営 成 績 

① 電 力 販 売

小売販売電力量は、新型コロナウイルスの影響が徐々に和らぎ、経済活動が回復傾向にある 

ことなどにより、前年度に比べ２.６％増の２２５億６５百万 kWhとなりました。 

また、卸販売電力量は、卸電力取引所での販売が増加したことなどから、前年度に比べ  

５４．６％増の９０億７４百万 kWhとなりました。 

この結果、総販売電力量は、前年度に比べ１３.６％増の３１６億４０百万 kWhとなりました。 

(単位：百万kWh、％) 

２０２０年度 

（Ａ） 

２０２１年度 

（Ｂ） 

比   較 

前年差（Ｂ－Ａ） 伸び率 

小
売
販
売 

電 灯 ８,２１０ ８,０３５ △ １７５ △ ２.１

電 力 １３,７７７ １４,５３０ ７５３ ５.５ 

計 ２１,９８６ ２２,５６５ ５７９ ２.６ 

卸  販  売 ５,８７０ ９,０７４  ３,２０４ ５４.６ 

総販売電力量 ２７,８５７ ３１,６４０ ３,７８３ １３.６ 

(注) 決算日において未確定であるインバランス電力量等は含めていない。 

② 電 力 供 給

伊方発電所３号機が昨年１２月に運転を再開したことから、原子力発電電力量は、２３億６２

百万 kWh となりました。また、自社水力発電電力量は、前年度に比べ１７.３％減の１９億７６

百万 kWhとなり、他社からの受電電力量は、５.５％増の１６４億７０百万 kWhとなりました。 

この結果、自社火力発電電力量は、前年度に比べ７.３％増の１２６億１９百万 kWhとなりま

した。 

(単位：百万kWh、％) 

２０２０年度 

（Ａ） 

２０２１年度 

（Ｂ） 

比   較 

前年差（Ｂ－Ａ） 伸び率 

自

社 

利用率 － 31.6% 31.6% 

原 子 力 － ２,３６２ ２,３６２ － 

水   力 ２,３８８ １,９７６ △ ４１２ △１７.３

新 エ ネ ６ ７  １ ８.５ 

火   力 １１,７５９ １２,６１９  ８６０  ７.３ 

他社受電 

(水力・新エネ再掲) 

１５,６０８  

（ ５,８９８） 

１６,４７０ 

（ ６,２５０） 

８６２  

（   ３５２） 

５.５ 

（  ６.０） 

(注) 1.決算日において未確定であるインバランス電力量等は含めていない。 

2.自社の発電電力量は、従来、発電端電力量を記載してきたが、第１四半期より送電端電力量に変更している。これに伴い、 

前年度の値を送電端電力量に組み替えて記載している。 
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③ 収  支 

（売 上 高） 燃料費調整額や卸販売収入は増加したものの、収益認識に関する会計基準の適用に

伴う売上減などから、前年度に比べ７７３億円（△10.7％）減収の６,４１９億円と

なりました。 

（当該会計基準の適用影響を除けば、前年度に比べ８２２億円（＋11.4％）の増収） 
（営業費用） 燃料価格の高騰や総販売電力量の増加等に伴う費用増があったものの、伊方発電所

３号機の運転再開に伴う費用減や収益認識に関する会計基準の適用に伴う減少など

から、前年度に比べ５７３億円（△8.0％）減少の６,５５４億円となりました。 

（当該会計基準の適用影響を除けば、前年度に比べ１,０２６億円（＋14.4％）の増加） 

（損  益） 燃料価格の高騰影響などにより需給関連収支が悪化したことから、前年度に比べ、

営業損益は、１９９億円悪化の１３５億円の損失、経常損益は、１７２億円悪化の  

１２１億円の損失となりました。 

 また、渇水準備引当金を取崩したことなどから、親会社株主に帰属する当期純損益

は、９１億円悪化の６２億円の損失となりました。 

なお、燃料価格の高騰影響については、３～５か月遅れで燃料費調整額（収入）に

反映されるため、当期の業績が大幅に悪化しています。 
 (単位：億円、％) 

 ２０２０年度 
（Ａ） 

２０２１年度 
（Ｂ） 

比   較 

前年差(Ｂ－Ａ） 伸び率 

売 
 

上 
 

高 

電
気
事
業 

小 売 販 売 収 入 4,128 3,877 △ 251 △ 6.1 

卸 販 売 収 入 679 1,146 467 68.6 

そ の 他 収 入 1,354 328 △1,026 △75.8 

小  計 6,163 5,352 △ 811 △13.2 

そ の 他 事 業 1,028 1,067 39 3.7 

合   計 7,192   6,419  △ 773 △10.7 

営 
 

業 
 

費 
 

用 

電 
気 

事 

業 

人 件 費 527 433 △  94 △17.9 

需
給
関
連
費 

燃 料 費 558 1,068 510 91.1 

購 入 電 力 料 2,389 1,864 △ 525 △22.0 

小  計 2,947 2,932 △  15 △ 0.5 

減 価 償 却 費 493 536 43 8.7 

修 繕 費 581 542 △  39 △ 6.8 

原子力バックエンド費用 37 86 49  129.1 

そ の 他 費 用 1,622 1,075 △ 547 △33.7 

小  計 6,211 5,606 △ 605 △ 9.7 

そ の 他 事 業 916 948 32 3.5 

合   計 7,127  6,554 △ 573 △ 8.0 

営 業 損 益 64    △135     △ 199   － 

 営 業 外 損 益 △12 14 26  － 

経 常 損 益 51    △121     △ 172   － 

 渇水準備引当金取崩 － △ 65 △  65 － 

 特 別 損 失 － 15 15 － 

税 引 前 当 期 純 損 益 51 △ 70 △ 121 － 

 法 人 税 ほ か  21 △  8 △  29 － 

親会社株主に帰属する当期純損益  29   △ 62    △  91  － 
 

【四国電力㈱(9507)2022年3月期 決算短信】

3



（参考）燃料価格の諸元 

 ２０２０年度 
（Ａ） 

２０２１年度 
（Ｂ） 前年差(Ｂ－Ａ） 

全日本 
ＣＩＦ 

石炭(＄/ｔ) 80 159 79 

ＬＮＧ(＄/ｔ) 390  621 231 

為替レート (円/＄) 106  112 6 

 

（２）財 政 状 態 

① 資産・負債・純資産 
資産は、事業用資産が増加したことなどから、前年度末に比べ７０３億円増加の１兆５,００７ 

億円となりました。 

負債は、社債・借入金が増加したことなどから、前年度末に比べ８３０億円増加の１兆１,８５４
億円となりました。 

純資産は、純損失となったことや配当の支払いなどから、前年度末に比べ１２７億円減少の   
３,１５２億円となりました｡ 

 (単位：億円) 

 
２０２０年度末 

（Ａ） 
２０２１年度末 

（Ｂ） 
増    減 
（Ｂ－Ａ） 

資             産 
（うち  事 業 用 資 産 ） 

１４,３０４ 
（  ８,５７５） 

１５,００７ 
（  ８,８０７） 

７０３ 
（    ２３２） 

負             債 
（うち  社 債 ・ 借 入 金） 

１１,０２４ 
（  ７,７１６） 

１１,８５４ 
（  ８,６０２） 

８３０ 
（    ８８６） 

純        資        産 
（うち  利 益 剰 余 金 ） 

３,２７９ 
（  １,７９３） 

３,１５２ 
（  １,６６６） 

△  １２７ 
（ △   １２７） 
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② キャッシュ・フロー

営業キャッシュ・フローは、減価償却による回収などから、４９８億円の億円の収入となりま
した。 

投資キャッシュ・フローは、伊方発電所に係る安全対策工事や西条発電所１号機リプレース工
事などから、１,２５１億円の支出となり、この結果、フリー・キャッシュ・フローは、７５２億
円の支出となりました。 

財務キャッシュ・フローは、社債・借入金を純増調達したことなどから、８２２億円の収入
となり、手元資金が７４億円増加しました。

(注)プラスは収入、△は支出 (単位：億円) 

２０２０年度 

（Ａ） 

２０２１年度 

（Ｂ） 

前 年 差 

（Ｂ－Ａ） 

営業キャッシュ･

フロー

経 常 損 益 ５１ △ １２１

減 価 償 却 費 ５８５ ６２７

そ の 他 △ １１４ △ ７

計 ５２２ ４９８ △ ２４

投資キャッシュ･

フロー

設 備 投 資 △ ８２９ △１,０３４

投 融 資 △ ６４ △ ２１６

計 △ ８９３ △１,２５１ △ ３５８

フリー・キャッシュ・フロー △ ３７１ △ ７５２ △ ３８１

財務キャッシュ･

フロー

社債･借入金増加額 ５４６ ８８６ 

配 当 金 支 払 額 △ ６２ △ ６２

そ の 他 △ １ △ １

計 ４８３ ８２２ 

手 元 資 金 の 増 加 額 １１１ ７４ 

（３）利 益 配 分

① 基本方針

安定的な配当の実施を株主還元の基本とし、業績水準や財務状況、中長期的な事業環境など

を総合的に勘案して判断してまいります。 

② 配  当

２０２１年度の中間配当は、１株当たり１５円としました。

期末配当についても、１株当たり１５円を予定しています。
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Ⅱ．次期の見通し 

（１） 業   績 

ロシアのウクライナ侵攻以降、燃料価格の先行きは一層不透明な状況となっており、通期の

業績を見通すことが困難であることから、未定としております。 

今後、業績予想が可能となった時点で、速やかにお知らせいたします。 

（減価償却方法の変更による業績予想への影響） 

有形固定資産の減価償却方法については、主として定率法を採用しておりましたが、  

２０２３年３月期より定額法に変更いたします。本変更による２０２３年３月期の影響額とし

て、１８０億円程度の費用減少を見込んでおります。 

（２）配  当 

中間、期末ともに未定としております。 

【四国電力㈱(9507)2022年3月期 決算短信】

6



２．会計基準の選択に関する基本的な考え方 

当社グループの主たる事業は電気事業であることから、当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表

の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第 28号）に基づき、「電気事業会計

規則」（昭和 40年通商産業省令第 57号）に準じて作成しています。 

国際会計基準(IFRS)については、わが国の適用動向を注視している状況であり、今後の適用につ

いては未定です。 
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

資産の部

固定資産 1,190,689 1,248,129

有形及び無形固定資産 940,873 965,863

水力発電設備 58,593 58,187

汽力発電設備 68,868 61,830

原子力発電設備 119,799 189,206

送電設備 118,678 115,821

変電設備 80,192 80,967

配電設備 202,067 201,656

その他の固定資産 100,758 97,808

建設仮勘定及び除却仮勘定 123,491 88,951

原子力廃止関連仮勘定 43,168 41,136

使用済燃料再処理関連加工仮勘定 25,254 30,297

核燃料 93,869 94,844

装荷核燃料 － 12,219

加工中等核燃料 93,869 82,625

投資その他の資産 155,947 187,421

長期投資 52,968 52,741

関係会社長期投資 54,312 80,361

繰延税金資産 31,728 35,425

退職給付に係る資産 8,150 9,998

その他 8,818 9,773

貸倒引当金 △30 △878

流動資産 239,734 252,614

現金及び預金 65,494 72,978

受取手形及び売掛金 101,558 －

受取手形、売掛金及び契約資産 － 79,322

リース債権及びリース投資資産 15,440 15,701

棚卸資産 27,991 31,507

その他 30,080 53,976

貸倒引当金 △829 △872

資産合計 1,430,424 1,500,744
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

負債の部

固定負債 906,992 919,592

社債 349,988 349,990

長期借入金 370,300 382,400

退職給付に係る負債 23,909 22,987

資産除去債務 126,885 128,796

その他 35,908 35,417

流動負債 187,666 264,608

1年以内に期限到来の固定負債 44,602 97,394

コマーシャル・ペーパー 10,000 33,000

支払手形及び買掛金 42,371 45,752

未払税金 11,900 5,813

その他 78,792 82,648

特別法上の引当金 7,811 1,246

渇水準備引当金 7,811 1,246

負債合計 1,102,470 1,185,447

純資産の部

株主資本 318,381 305,753

資本金 145,551 145,551

資本剰余金 35,198 35,198

利益剰余金 179,315 166,683

自己株式 △41,684 △41,680

その他の包括利益累計額 7,297 7,139

その他有価証券評価差額金 1,779 1,345

繰延ヘッジ損益 1,526 1,516

為替換算調整勘定 730 3,362

退職給付に係る調整累計額 3,260 915

非支配株主持分 2,275 2,404

純資産合計 327,953 315,297

負債純資産合計 1,430,424 1,500,744
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
　至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日

　至 2022年３月31日)

営業収益 719,231 641,948

電気事業営業収益 616,375 535,241

その他事業営業収益 102,855 106,707

営業費用 712,774 655,466

電気事業営業費用 621,147 560,663

その他事業営業費用 91,626 94,803

売上原価 77,566 82,269

販売費及び一般管理費 14,060 12,533

営業利益又は営業損失（△） 6,456 △13,517

営業外収益 6,529 7,883

受取配当金 1,483 1,056

受取利息 547 639

固定資産売却益 26 836

有価証券売却益 1,477 274

為替差益 1,369 1,991

持分法による投資利益 945 2,025

その他 679 1,059

営業外費用 7,797 6,481

支払利息 5,675 5,579

有価証券評価損 757 181

その他 1,364 720

経常利益又は経常損失（△） 5,188 △12,114

渇水準備金引当又は取崩し － △6,565

渇水準備引当金取崩し（貸方） － △6,565

特別損失 － 1,541

インバランス収支還元損失 － 1,541

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

5,188 △7,091

法人税、住民税及び事業税 2,480 1,537

法人税等調整額 △480 △2,526

法人税等合計 2,000 △988

当期純利益又は当期純損失（△） 3,188 △6,102

非支配株主に帰属する当期純利益 188 159

親会社株主に帰属する当期純利益又は親会社株主に
帰属する当期純損失（△）

2,999 △6,262
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連結包括利益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
　至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日

　至 2022年３月31日)

当期純利益又は当期純損失（△） 3,188 △6,102

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △283 △313

繰延ヘッジ損益 △439 △370

為替換算調整勘定 △886 2,045

退職給付に係る調整額 6,136 △2,428

持分法適用会社に対する持分相当額 △530 908

その他の包括利益合計 3,997 △157

包括利益 7,185 △6,260

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 6,997 △6,420

非支配株主に係る包括利益 188 159
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（３）連結株主資本等変動計算書

　前連結会計年度(自 2020年４月１日 至 2021年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 145,551 35,198 182,178 △41,687 321,240

当期変動額

剰余金の配当 △6,194 △6,194

親会社株主に帰属する

当期純利益
2,999 2,999

自己株式の取得 △4 △4

自己株式の処分 △1 8 6

持分法の適用範囲の

変動
333 333

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － △2,862 3 △2,859

当期末残高 145,551 35,198 179,315 △41,684 318,381

その他の包括利益累計額
非支配

株主持分

純資産

合計その他有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ

損益

為替換算

調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利

益累計額合計

当期首残高 1,729 3,333 1,426 △3,190 3,300 2,107 326,648

当期変動額

剰余金の配当 △6,194

親会社株主に帰属する

当期純利益
2,999

自己株式の取得 △4

自己株式の処分 6

持分法の適用範囲の

変動
△20 △20 312

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
49 △1,807 △676 6,451 4,017 167 4,185

当期変動額合計 49 △1,807 △696 6,451 3,997 167 1,305

当期末残高 1,779 1,526 730 3,260 7,297 2,275 327,953
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　当連結会計年度(自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 145,551 35,198 179,315 △41,684 318,381

会計方針の変更によ

る累積的影響額
△174 △174

会計方針の変更を反映

した当期首残高
145,551 35,198 179,141 △41,684 318,206

当期変動額

剰余金の配当 △6,194 △6,194

親会社株主に帰属する

当期純損失（△）
△6,262 △6,262

自己株式の取得 △4 △4

自己株式の処分 △1 9 7

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － △12,457 4 △12,453

当期末残高 145,551 35,198 166,683 △41,680 305,753

その他の包括利益累計額
非支配

株主持分

純資産

合計その他有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ

損益

為替換算

調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利

益累計額合計

当期首残高 1,779 1,526 730 3,260 7,297 2,275 327,953

会計方針の変更によ

る累積的影響額
△174

会計方針の変更を反映

した当期首残高
1,779 1,526 730 3,260 7,297 2,275 327,779

当期変動額

剰余金の配当 △6,194

親会社株主に帰属する

当期純損失（△）
△6,262

自己株式の取得 △4

自己株式の処分 7

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
△433 △10 2,631 △2,345 △157 128 △28

当期変動額合計 △433 △10 2,631 △2,345 △157 128 △12,482

当期末残高 1,345 1,516 3,362 915 7,139 2,404 315,297

【四国電力㈱(9507)2022年3月期 決算短信】

13



（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 2020年４月１日
　至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日

　至 2022年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期
純損失（△）

5,188 △7,091

減価償却費 58,593 62,725

原子力発電施設解体費 3,763 3,885

原子力廃止関連仮勘定償却費 465 2,031

核燃料減損額 － 1,980

固定資産除却損 3,124 3,074

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 101 △736

貸倒引当金の増減額（△は減少） 730 890

渇水準備引当金の増減額（△は減少） － △6,565

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） 2,355 △5,397

売上債権の増減額（△は増加） △6,072 21,483

棚卸資産の増減額（△は増加） 943 △3,389

仕入債務の増減額（△は減少） 4,477 3,381

未払又は未収消費税等の増減額 △3,026 △7,824

持分法による投資損益（△は益） △945 △2,025

受取利息及び受取配当金 △2,031 △1,696

支払利息 5,675 5,579

インバランス収支還元損失 － 1,541

その他 △8,929 △15,938

小計 64,412 55,909

利息及び配当金の受取額 2,228 2,094

利息の支払額 △5,757 △5,967

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △8,590 △2,195

営業活動によるキャッシュ・フロー 52,293 49,841

投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △82,672 △104,156

固定資産の売却による収入 207 1,544

資産除去債務の履行による支出 △455 △844

投融資による支出 △13,854 △23,417

投融資の回収による収入 6,385 1,771

定期預金の預入による支出 △50 －

定期預金の払戻による収入 1,107 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △89,331 △125,102

財務活動によるキャッシュ・フロー

社債の発行による収入 65,000 65,000

社債の償還による支出 △40,000 △35,000

長期借入れによる収入 50,500 42,000

長期借入金の返済による支出 △30,843 △6,379

コマーシャル・ペーパーの純増減額（△は減
少）

10,000 23,000

自己株式の取得による支出 △4 △4

配当金の支払額 △6,194 △6,194

非支配株主への配当金の支払額 △20 △30

その他 △126 △129

財務活動によるキャッシュ・フロー 48,310 82,261

現金及び現金同等物に係る換算差額 △116 484

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 11,155 7,484

現金及び現金同等物の期首残高 54,289 65,444

現金及び現金同等物の期末残高 65,444 72,928
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（５）連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はない。 

 

（会計方針の変更） 
（収益認識に関する会計基準等の適用及び改正電気事業会計規則の適用） 

「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第 29号 2020年３月 31日。以下「収益認識会計基準」と

いう。）等を当連結会計年度の期首より適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、

当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとした。ただし、電気事業営

業収益のうち、電灯・電力料等については、収益認識会計基準等の適用後も、電気事業会計規則に従い、検

針により決定した電力量（検針日基準）に基づき収益計上を行っている。 

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第 84項ただし書きに定める経過的な取扱いに

従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結

会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用している。ただし、収益認

識会計基準第 86項に定める方法を適用し、当連結会計年度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほと

んどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用していない。 

また、「電気事業会計規則等の一部を改正する省令」（令和３年経済産業省令第 22号 令和３年３月 31日）

の施行により改正された、「電気事業会計規則」を当連結会計年度の期首より適用し、再生可能エネルギー

固定価格買取制度に係る再エネ特措法賦課金は、電気事業営業収益に計上せず、再エネ特措法交付金は、電

気事業営業費用から控除している。 
この結果、当連結会計年度の営業収益は 159,460百万円、営業費用は 159,894百万円それぞれ減少し、営

業損失、経常損失及び税金等調整前当期純損失はそれぞれ 434 百万円減少しており、当連結会計年度末の

流動資産における「受取手形、売掛金及び契約資産」のうち再エネ特措法交付金に係る売掛金が14,840百

万円減少し、「その他」が同額増加している。また、利益剰余金の当期首残高は 174 百万円減少している。  
収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示し

ていた「受取手形及び売掛金」は、当連結会計年度より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示す

ることとした。また、収益認識会計基準第 89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度につ

いて新たな表示方法により組替えを行っていない。 

なお、１株当たり情報に与える影響については、（１株当たり情報）に記載している。 

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用） 

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第 30号 2019年７月４日。以下、「時価算定会計基準」

という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第 19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第 10号 2019年７月４日）第 44-２項に定める取扱いに従って、時価算定会計基準等が

定める新たな会計方針を将来にわたって適用することとしている。また、「時価の算定に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第 31号 2021年６月 17日）が当連結会計年度の年度末に係る連結財務

諸表から適用できることになったことに伴い、当連結会計年度末から同適用指針を適用し、同適用指針第

27-２項に定める取扱いに従って、同適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することとし

ている。なお、これらによる連結財務諸表への影響はない。 
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（セグメント情報） 

① 報告セグメントの概要 

当社グループは、「発電・販売事業」、「送配電事業」、「情報通信事業」、「エネルギー事業」及び「建設・

エンジニアリング事業」を報告セグメントとしている。 

 

② 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」

における記載と同一である。報告セグメントの利益又は損失は、経常損益ベースの数値である。セグメント

間の内部売上高又は振替高は市場実勢価格に基づいている。 

 

③ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報 

当連結会計年度(自 2021年４月 1日 至 2022年３月 31日)                  (単位：百万円) 

  

報告セグメント 

その他 

(注1) 
合 計 

調整額 

(注2) 

連結財務 

諸表計上額 

(注3) 

電気事業 
情報通信 
事 業 

エネルギー
事 業 

建 設 ･
エンジニアリング
事 業 

計 発電 ･販売
事 業 

送 配 電 
事  業 

売  上  高           

外部顧客への売上高 461,444 73,796 35,606 22,879 38,422 632,149 9,799 641,948 － 641,948 

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
46,758 146,057 9,018 3,618 30,768 236,221 26,372 262,594 △262,594 － 

計 508,203 219,854 44,624 26,497 69,191 868,371 36,172 904,543 △262,594 641,948 

セグメント利益又は 

損失（△） 
△40,217 10,581 8,114 2,959 3,989 △14,573 3,158 △11,415 △699 △12,114 

セグメント資産 1,281,933 469,186 54,828 59,736 60,222 1,925,908 54,437 1,980,345 △479,600 1,500,744 

その他の項目           

減 価 償 却 費 
(核燃料減損額を含む) 

31,493 24,195 6,066 1,617 251 63,624 2,516 66,140 △1,434 64,705 

受 取 利 息 3,714 0 3 112 134 3,964 1 3,965 △3,325 639 

支 払 利 息 5,445 2,930 13 337 38 8,766 138 8,905 △3,325 5,579 

持分法投資利益 － － － 1,034 1,033 2,067 － 2,067 △41 2,025 

有形固定資産及び 
無形固定資産の増加額 

65,526 26,713 5,829 1,297 191 99,557 3,060 102,617 △1,829 100,788 

持分法適用会社へ
の投資額 

－ － － 22,577 17,128 39,706 － 39,706 － 39,706 

(注)１．「その他」は、業務の種類を勘案して区分した事業セグメントのうち、報告セグメントに含まれていな

い製造事業、商事業、不動産事業、生活サポート事業及び研究開発事業である。 

２．セグメント利益又は損失(△)の調整額△699百万円、セグメント資産の調整額△479,600百万円、減価

償却費の調整額△1,434百万円、受取利息の調整額△3,325百万円、支払利息の調整額△3,325百万円、

持分法投資利益の調整額△41 百万円、有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額△1,829 百万

円は、セグメント間取引消去である。 

３．セグメント間取引消去後のセグメント利益又は損失(△)は、連結損益計算書の経常利益又は経常損失

(△)と一致している。 

 
  

【四国電力㈱(9507)2022年3月期 決算短信】

16



④ 報告セグメントの変更等に関する事項 

会計方針の変更に記載のとおり、当連結会計年度の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益認識に関

する会計処理方法を変更している。これに伴い「電気事業会計規則等の一部を改正する省令」（令和３年経

済産業省令第 22号 令和３年３月 31日）の施行により改正された、「電気事業会計規則」を当連結会計年度

の期首より適用し、再生可能エネルギー固定価格買取制度に係る再エネ特措法賦課金は、電気事業営業収益

に計上せず、再エネ特措法交付金は、電気事業営業費用から控除している。このため、事業セグメントの利

益又は損失の算定方法を同様に変更している。 

当該変更により、従来の方法と比べて、当連結会計年度の売上高が「発電・販売事業」において 132,926

百万円、「送配電事業」において 18,343百万円、「情報通信事業」において 708百万円、「エネルギー事業」

において 521百万円、「その他」において 13,836百万円減少している。また、「発電・販売事業」において

セグメント損失が 30百万円増加し、「情報通信事業」においてセグメント利益が 453百万円増加している。 

また、2021年３月に策定した「よんでんグループ中期経営計画 2025」における経営目標に合わせて、報

告セグメントの利益を、当連結会計年度より「営業利益」から「経常利益」に変更している。あわせて、セ

グメント資産の算定において、持分法適用会社への投資額を、従来の投資会社のセグメントに区分する方法

から被投資会社のセグメントに区分する方法に変更している。 

 

（１株当たり情報） 

項 目 
前連結会計年度 

(自 2020年４月 １日 
 至 2021年３月 31日) 

当連結会計年度 
(自 2021年４月 １日 
 至 2022年３月 31日) 

１株当たり純資産額 1,583円 09銭  1,520円 93銭  

１株当たり当期純利益又は 

１株当たり当期純損失(△) 
14円 58銭  △30円 44銭  

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失(△)は、潜在株式が存在しないため、記載

していない。 

２ １株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失(△)の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

３ １株当たり純資産額の算定上、株式給付信託（ＢＢＴ）に係る信託口が保有する当社株式については、期末

発行済株式総数の計算において控除する自己株式に含めている。なお、当連結会計年度末における当該自己

株式数は 177千株である。 

４  １株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失(△)の算定上、株式給付信託（ＢＢＴ）に係る信託口が保

有する当社株式については、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めている。なお、当連結

会計年度における当該期中平均自己株式数は 179千株である。 

５ 会計方針の変更に記載のとおり、収益認識会計基準等を当連結会計年度の期首より適用している。この結果、

当連結会計年度の１株当たり純資産額が 62銭増加し、１株当たり当期純損失が１円 46銭減少している。 

 

 
前連結会計年度 

(自 2020年４月 １日 
 至 2021年３月 31日) 

当連結会計年度 
(自 2021年４月 １日 
 至 2022年３月 31日) 

親会社株主に帰属する当期純利益又は 

親会社株主に帰属する当期純損失(△) 
(百万円) 2,999  △6,262  

普通株主に帰属しない金額 (百万円) －  －  

普通株式に係る親会社株主に帰属

する当期純利益又は親会社株主に

帰属する当期純損失(△) 

(百万円) 2,999  △6,262  

普通株式の期中平均株式数 ( 千株 ) 205,725  205,725  
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（追加情報） 

（持分法適用会社の追加） 

重要性が増したため、DGA Vung Ang 2 B.V.を、当連結会計年度より持分法の適用範囲に追加している。 

 

（渇水準備引当金の取崩し） 

電気事業法等の一部を改正する法律（平成 26年法律第 72号）附則第 16条第３項の規定によりなおその効

力を有するものとして読み替えて適用される同法第１条の規定による改正前の電気事業法（昭和 39年法律第

170号）第 36条第２項の規定に基づき、収支悪化に伴う自己資本の毀損拡大を抑制する財源に充てるため、

特例許可による渇水準備引当金の取崩しについて、2022年３月 11日に経済産業大臣に申請を行い､３月 25日

に許可を得たため、同引当金の一部を取崩している。 

 

（特別損失の内容） 

インバランス収支還元損失 
一般送配電事業者は、2021 年１月のインバランス料金単価のうち一定の水準を超えた部分について、小売

電気事業者の負担額に応じて、将来の託送料金から差し引く形で調整を行う特別措置を講じるよう経済産業

省から要請を受けた。これを踏まえ、電気事業法第 18条第２項ただし書の規定に基づき、2022年１月 27日

に経済産業大臣に対して当該特別措置に係る特例認可申請を行い、２月 14日に認可を受けたため、当該特別

措置に係る調整額を計上している。 

 

 

（重要な後発事象） 

資本準備金の額の減少 

 当社は、本日開催の取締役会において、2022年６月 28日開催予定の第 98回定時株主総会に、資本準備

金の額の減少について付議することを決議した。 

 

① 資本準備金の額の減少の目的 

配当財源の充実を図るため、会社法第 448条第１項の規定に基づき、資本準備金の額を減少し、その

他資本剰余金に振り替えることとした。 

 

② 資本準備金の額の減少の要領 

(ｲ)減少すべき資本準備金の額 

資本準備金の額 35,198,192,165円を 31,600,000,000円減少して、3,598,192,165円とする。 

 

(ﾛ)資本準備金の額の減少の方法 

資本準備金の額を減少し、その他資本剰余金に振り替える。 

 

 ③ 資本準備金の額の減少の日程 

（ｲ）取 締 役 会 決 議 日      2022年４月 27日 

（ﾛ）株 主 総 会 決 議 日      2022年６月 28日(予定) 

（ﾊ）債権者異議申述公告日        2022年７月 12日(予定) 

（ﾆ）債権者異議申述最終期日           2022年８月 12日(予定)  

（ﾎ）効 力 発 生 日            2022年８月 31日(予定) 

 

④ 今後の見通し 

本件は、「純資産の部」における勘定科目間の振替処理であり、純資産額に変動はなく、業績に与え

る影響はない。 
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